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１．はじめに 
近年のアジア諸国の急激な経済成長や、経済連携

協定（EPA）の締結の動き等を背景として、わが国
の貿易構造が今後大きく変化することが見込まれ

ている。特にアジア諸国との水平分業の進展に伴い、

輸送コストの差異や経済連携協定の動向が、貿易に

大きな影響を及ぼすことが想定されている。現実に、

1990 年から 2002 年の変化を見ても、アジア域内の
海上コンテナ輸送量は 2.54倍、欧州－アジア間では
2.83倍、北米－アジア間では 2.55倍と急激な成長を
遂げている。 
こうした情勢の下、わが国をめぐる貿易・物流構

造を分析し、今後の貿易・物流動向を推計するため

には、世界各地域の経済構造の実態、交易条件（関

税及び非関税障壁、輸送コスト等）等を考慮した包

括的な分析手法である空間的応用一般均衡モデル

（Spatial Computable General Equilibrium model、以下
SCGEモデル）を活用することが有効である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

SCGE モデルは、空間経済学の手法を応用したモ
デルであり、世界を複数の地域に分割し、地域間の

交易に係る費用を明示的に取り扱い、かつ地域間の

交易も含めた世界全体の経済活動を均衡的に分析

できるモデルである。しかし、極めて複雑かつ膨大

なデータの収集・整理が必要なため、GTAP 等の特
定の大規模モデルを除いて、これまで世界規模での

貿易や物流の分析、推計に活用された実績は少ない。 
そこで本研究では、近年の SCGEモデルに関する
研究の進展等を踏まえ、世界的な貿易・物流の動向

を分析可能な SCGEモデルを構築するとともに、ド
ラスティックな交易条件の変化を含む各種シナリ

オのもとでの将来の貿易量の予測を行う。特に、将

来の貿易変化を時系列的に予測することを可能と

するために、１時点における各市場の需給均衡を表

現する「均衡モデル」と、５年毎の資本移動を表現

する「資本移動モデル」の２つのモデルから構成さ

れる準動学 SCGEモデルを構築する。このことによ
り、既存の GTAPモデル等では表現できない時系列
的な資本蓄積を考慮した貿易予測が可能となる。 

 
２．モデルの概要及び特長 
（１）モデルの概要 
本研究で検討している国際物流需要予測モデル

は、１時点における各市場（財・サービス市場、労

働市場、資本市場、輸送サービス市場）の需給均衡

を表現する「SCGE モデル」と、５年毎の資本移動
（地域別の投資量）を表現する「資本移動モデル」

の２つのモデルから構成される。SCGE モデルでは
11地域（日本４地域（東日本、中部、近畿、九州）
と中国、韓国、台湾、東南アジア、欧州、米国、そ

の他地域）にゾーニングされた世界を想定し、財サ

ービスは 53分類に分かれている。各地域別に企業、
政府、家計、地域間の貿易輸送を担う国際輸送企業

の４種類の経済主体が存在する。なお、国際輸送企

業はそれぞれ自分の存在する地域から発送される

貨物の輸送を担うものとする。 
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図１ 国際物流需要予測モデルの概要図 
 
（２）SCGEモデルの特長 
本モデルは、以下のような特長を有している。 
①交易条件のドラスティックな変化に対応したモ

デル 

均衡モデルは、交易係数を内生化しており、将来

のアジア地域の経済成長や経済連携協定の締結等

に伴う交易の大きな変化を予測することができる。 
②交通政策を反映させやすいモデル 
地域間の輸送コストなどを詳細に取り込むこと

が可能であり、交通政策（例えば輸送コストを削減

するための各種政策）を反映させ易いモデルとなっ

ている。 
③日本を４地域に分割 

通常の国際経済のモデルでは、１国を１地域とし

て取り扱うことが多いが、ここでは日本を「東日本」、

「中部」、「近畿」及び「九州」の４地域に分割し

ているため、日本国内各地域と海外との貿易関係の

特徴を表現できる。例えば、地理的に中国に近い九

州地域が、中国との水平分業に有利であるか否か等

も判断できる。また、アジアを欧州、米国と比べて

細かいゾーン区分としているが、これは今後のアジ

ア－日本の貿易量の増大を考慮したものである。 
④産業区分において、貨物の荷姿の違い等を考慮し

分類 
産業分類は、コンテナかバルクかといった荷姿を

考慮して区分している。このため、荷姿の違いによ

る輸送コストの差異を表現することができる。 
 
（３）資本移動モデルの特長 
資本移動モデルでは、家計の貯蓄はすべて投資に

回ると仮定し、全地域の家計の貯蓄がどの地域にど

の程度投資されるかを表現する（図２参照）。その

際、国際間の資本の蓄積・移動は一定期間毎（ここ

では 5年毎）に行われると仮定し、資本の収益率に
従って資本移動が起こると想定する。一定期間毎の

資本の蓄積量を計測することにより、資本がどの程

度のスピードで蓄積・移動するかを考慮することが

可能となる。このため、目標年次における各地域の

収益率を算出し、その年次における資本蓄積額を推

計し、SCGE モデルに入力することによって、目標
年次における均衡を推計することが可能となる。 
将来の国際貨物流動を検討する場合、具体的に

2020 年、2030 年といった時点における貿易の状態
を予測する必要があるが、既存の静学的な均衡モデ

ルのみ（GTAPなど）ではそれができないのに対し、
本モデルでは資本蓄積・移動について時間の概念を

導入しているため、具体的な年次についての貿易状

態を予測することが可能である。 
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の貯蓄
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図２ 資本移動モデルの概念図 

 
３．SCGEモデルを用いたシナリオ分析 
本 SCGEモデルを用いて、以下を基本シナリオと
する将来貿易予測を行った。 

 
①交通条件シナリオ 

港湾の大水深化に伴う大型船舶の寄港等による日本発着

ＯＤの輸送コストの低下、及びスーパー中枢港湾施策等の進

展による港湾コストの低下、リードタイムの短縮による輸送

コストの低下を考慮してシナリオを設定した。具体的には、

上記の効果が具体的に発現するのを 2010 年以降と仮定し、

船舶の大型化などは現状のトレンドに基づき設定した。 

②人口シナリオ 

国連の人口予測データを元に設定した。但し、日本国内に

ついては、社会保障・人口問題研究所の中位予測を用いた。

また、台湾については、台湾行政院経済建設委員会の将来予

測値を用いた。 

③経済連携協定シナリオ 

ここでは、2015 年に日本と中国・韓国・ASEAN 間で経済連

携協定が結ばれ、農林水産物（「やし油・ココナッツ」、「麦

類」、「その他食用作物」、「飼料作物」、「畜産」、「漁

業」）に係る関税が 50%削減されるケースを仮定した。 
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④技術進歩シナリオ 

本モデルの地域区分・産業分類に対応した全要素生産性

（Total Factor Productivity：TFP）のデータがないことか

ら、既存文献の可能な限り最新で信頼性が高いと考えられる

推定値を元に各地域別・産業別の TFP 伸び率を設定した。具

体的には、各地域別の全産業平均の TFP 伸び率について、

1996-2000 年は実際の TFP 変化の推定値を適用し、2000 年以

降はその伸び率が逓減していくと仮定した。TFP 伸び率の逓

減率は、Nordhaus の RICE モデルを参考に設定し、また各地

域別・産業別の TFP 伸び率は、各地域の平均 TFP 伸び率と「資

本の測定」（野村浩二著）に掲載されている日本の産業別

TFP 伸び率を元に設定した。 

 
（１）1995-2000年のシミュレーションと実績値の
変化の比較 
基本シナリオに基づく 1995～2000 年のシミュレ
ーション結果（GDP変化率）を、現実の統計より得
られるデータと比較した結果を以下に示す。日本、

東南アジア、韓国の成長を若干過大に評価している

形となっているが、中国の伸びはある程度再現でき

ており、全体としては概ね実績値の変化を再現でき

ていると考えられる。 
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図４ 1995～2000年のシミュレーション結果と 
実績変化の比較（各地域のＧＤＰ変化率） 

 
（２）2000-2015年のシミュレーション 
１）地域別輸出額の変化率 
表１に地域別輸出額の変化を示す。日本について

は、年率 1.7%程度の成長を示しており、中国、韓国
と比較してその伸びは小さいが、着実に伸びていく

ことが窺える。日本国内においては、相対的にアジ

アとの結びつきが強い近畿、九州における輸出伸び

率が若干ではあるが大きい。なお、中国の輸出額は

年率 6％と大きな伸びを示すが、2005年１－８月に
おける中国の輸出額実績は前年同期の 32％増であ
ることを考えれば、現状の傾向よりは控えめの予測

となっていると言える。 
 
 
 

 
表１ 各時点の輸出額の変化率 
（2000年からの変化率） 

 2005年 2010年 2015年 年平均変化率
東日本    8.8% 19.2% 28.9% 1.71%
中部      8.8% 18.3% 26.3% 1.57%
近畿      10.1% 21.8% 32.6% 1.90%
九州      10.4% 20.8% 29.8% 1.76%
日本合計 9.2% 19.9% 29.5% 1.74%
東南アジア 22.5% 43.8% 63.7% 3.34%
中国      40.7% 87.8% 141.5% 6.06%
台湾      15.7% 31.4% 47.0% 2.60%
韓国      29.4% 59.8% 94.1% 4.52%
米国      12.2% 25.1% 38.1% 2.17%
欧州      7.4% 14.8% 22.1% 1.34%  

 
２）地域別輸入額の変化率 
表２に地域別輸入額の変化を示す。日本の輸入額

の伸びは 3%となっており、日本以外では中国・韓
国における伸び率が大きい。日本国内では、輸出と

同様に相対的にアジアとの結びつきが強い近畿、九

州における輸出伸び率が若干大きい。なお、輸出・

輸入の総額の変化率（世界貿易の変化率）は約 2.6%
となっており、2004 年の世界貿易の成長率が約 9%
（ＷＴＯ推計）であったことから、今回の予測は若

干控えめの予測となっていると考えられるが、アジ

アを中心として全体の傾向は妥当と思われる。 
 
表２ 各時点の輸入額の変化率 
（2000年からの変化率） 

 2005年 2010年 2015年 年平均変化率
東日本    18.8% 38.5% 56.4% 3.03%
中部      18.7% 39.4% 60.5% 3.20%
近畿      20.1% 42.0% 63.2% 3.32%
九州      20.9% 43.9% 68.0% 3.52%
日本合計 19.4% 40.2% 60.4% 3.20%
東南アジア 13.8% 27.8% 41.5% 2.34%
中国      25.7% 56.5% 92.1% 4.45%
台湾      11.0% 22.2% 33.6% 1.95%
韓国      21.2% 44.6% 69.7% 3.59%
米国      10.9% 22.3% 33.8% 1.96%
欧州      8.8% 17.5% 26.1% 1.56%  

 
３）日本の主要製造業の輸出額の変化 
日本の主要製造業の業種別動向をみてみると、一

般機械や電気・電子製品の輸出額の増加が大きく、

今後もこれらの製造業の輸出が全体を牽引するも

のと考えられる。 
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図５ 日本の主要製造業の輸出額変化 

 
４）日本の主要製造業の輸入額の変化 
輸入額は全体として伸びるが、電気・電子機械の

輸入額の増加が特に大きいことがわかる。 
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一例として、電気・電子機械について地域間交易

額の変化をみたものが表３である。電気・電子機械

については中国・韓国からの輸出が急増している。

これらのアジア諸国が製造業の競争力を高め、世界

のマーケットにおけるシェアを高めていくことが

示唆される。 
 
４．まとめと今後の課題 

本研究では、時系列の貿易予測に適した動学的な

国際 SCGEモデルを開発し、将来の貿易予測を行っ
た。その結果、GDPの成長等も内生化した貿易予測
を行うことができ、東アジア圏を中心とした将来貿

易の増加を定量的に予測することができた。その結

果、日本の輸出入量は年率 1～3%の増加率で増加し、
特に電気機械産業などの製造業における増加額が

大きいことが示唆された。また、アジア諸国が製造

業の競争力を高め、世界のマーケットにおけるシェ

アを高めていくことが示された。 
なお、本研究で示した試算結果は、あくまで代替

弾力性や資本減耗率などについて一定の仮定を置

いた上での試算値であり、これらの設定如何によっ

ては予測値等が大きく異なる可能性も考えられる。

今後は、本研究で構築した SCGEモデルを活用した
様々なシナリオ分析を行い、その結果の頑健性等に

ついて検証を行うとともに、実用的なツールとして

発展させていくことが大きな課題と考えられる。 
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表 ３  電 気 ・ 電 子 機 械 の 交 易 額 変 化  

（ 2 0 0 0 - 2 0 1 5 年 の 変 化 率 ）  
発／着 東日本    中部      近畿      九州      東南アジア中国      台湾      韓国      米国      欧州      
東日本    － 20.7% 23.2% 12.0% 21.7% 56.7% 14.6% 47.3% 20.1% 12.3%
中部      14.5% － 11.3% 2.0% 12.9% 42.5% 5.0% 37.0% 8.4% -1.8%
近畿      22.9% 16.5% － 10.0% 20.4% 53.5% 12.8% 45.8% 16.1% 7.2%
九州      10.0% 5.6% 6.8% － 7.6% 34.8% -0.2% 29.0% 4.5% -6.0%
東南アジア 40.7% 43.1% 39.8% 37.9% － 75.6% 33.5% 68.7% 27.2% 19.7%
中国      202.0% 247.2% 215.9% 239.0% 203.2% － 196.3% 241.3% 127.4% 131.9%
台湾      41.5% 30.3% 35.9% 21.8% 41.0% 83.2% － 77.4% 29.8% 21.0%
韓国      110.4% 109.6% 106.4% 99.2% 109.6% 168.6% 121.7% － 75.2% 73.5%
米国      36.1% 30.8% 32.8% 25.6% 24.7% 66.1% 22.6% 34.6% － 23.0%
欧州      19.6% 13.4% 16.4% 10.6% 7.3% 53.7% 2.8% 19.0% 13.1% －  

 
 

 


